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諮問庁：国立大学法人東京工業大学 

諮問日：平成２９年１０月１９日（平成２９年（独個）諮問第６４号） 

答申日：平成３０年９月６日（平成３０年度（独個）答申第２３号） 

事件名：特定事案調査委員会が特定日に本人のパソコンからコピーして持ち帰

ったメールデータの利用不停止決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「特定事案調査委員会Ａが特定日Ａに審査請求人のパソコンからコピー

して持ち帰ったメールデータ」に記録された保有個人情報（以下「本件対

象保有個人情報」という。）の利用停止請求につき，利用不停止とした決

定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」と

いう。）３６条１項の規定に基づく利用停止請求に対し，平成２９年７月

１４日付け東工大総７０－１号により国立大学法人東京工業大学（以下

「東京工業大学」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った利用不

停止決定（以下「原処分」という。）について，利用を停止するとの決定

を求める。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

   ア 本件請求に至る経緯 

   （ア）本件対象保有個人情報の削除要求に対する不当な拒否 

     ａ 調査が「法令の定める業務」にあたるとの不合理な回答 

       審査請求人は，平成２９年３月６日，特定事案調査委員会Ａに

対して，本件対象保有個人情報の目的外利用等を主張して，本

件対象保有個人情報の削除や複製物の破棄等を請求した。 

       これに対し，特定事案調査委員会Ａの委員である特定弁護士は，

大学を代理して，次のとおり述べて，審査請求人の上記請求を

不当に拒否した（添付書類１（略））。 

       「個人情報保護規程第９条第２項は，大学が法令の定める業務

の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であ

って，当該個人情報を利用することにつき相当な理由がある場
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合（第２号），大学は利用目的以外の目的のために保有個人情

報を自ら利用し，又は提供することができる旨定めています。 

       教職員が法令又は学則を遵守することは，教職員の基本的な服

務であり，大学において教職員に法令や学則の違反行為の可能

性が認められたときは，大学として規律秩序を維持するために，

事実関係を調査し，違反等が認められる場合は，必要な措置を

とることは，法令（学校教育法第９２条第３項，国立大学法人

法第１１条第１項）に基づく大学の基本的な業務の遂行の一つ

です。別委員会の活動は，そのような目的遂行のための活動で

あり，本件メールデータ（本件対象保有個人情報）を別委員会

の調査のために，利用させることは何ら規則に抵触するもので

はありません。」 

     ｂ 引用法令から「法令の定める業務」を基礎付けることはできな

いこと 

       特定弁護士が引用する法令とは，それぞれ次の規定である。 

       学校教育法９２条３項「学長は，校務をつかさどり，所属職員

を統督する。」 

       国立大学法人法１１条１項「学長は，学校教育法（昭和二十二

年法律第二十六号）第九十二条第三項に規定する職務を行うと

ともに，国立大学法人を代表し，その業務を総理する。」 

       ここで，学校教育法９２条３項の規定については「前段の「校

務をつかさど」るとは，学長が校務に関する最終的な決定権を

有していることを意味し，後段の「所属職員を統督する」とは，

学長が所属職員に対して高い立場から指揮命令する権限を有し

ていることを意味するもの」と解釈されている（添付資料２

（略））。要するに，上記引用法令は，特定弁護士の上記主張

との関係では，学長の所属職員に対する指揮命令権を規定する

ものに過ぎない。 

       よって，上記法令は，同弁護士の主張する「大学において教職

員に法令や学則の違反行為の可能性が認められたときは，大学

として規律秩序を維持するために，事実関係を調査し違反等が

認められる場合は，必要な措置をとること」を具体的に定める

ものではなく，これが国立大学法人東京工業大学個人情報保護

規程（以下「個人情報保護規程」という。）９条２項２号に定

める「法令の定める業務」にあたらないことは明らかである。 

       実質的にも，学校教育法９２条３項の抽象的規定から個人情報

保護規程９条２項２号に定める「法令の定める業務」を導きう

るとすれば，校務全般が「法令の定める業務」となってしまい，
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個人情報保護規程９条１項の趣旨が完全に没却されてしまうの

であって，かような解釈が成立しえないことは論を俟たない。 

     ｃ 個人情報保護規程９条２項但書の要件を充たさないこと 

       特定弁護士が例外規定として主張する個人情報保護規程９条２

項の但書は「保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら

利用し，又は提供することによって，本人又は第三者の権利利

益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは，この限

りでない。」と規定する。 

       本件対象保有個人情報のようなプライバシーに関する膨大な個

人情報を，「法令や学則の違反行為の可能性」があるというの

みで目的外に利用され続けるということが，本人（審査請求

人）の権利を不当に侵害するおそれがあることは明らかである

から，本件で，同但書の要件を充たさないことは明らかであっ

て，この点からしても本件に個人情報保護規程９条２項２号の

適用の余地はない。 

     ｄ 小括 

       このように，特定事案調査委員会Ａの委員である特定弁護士は，

大学を代理して，上記のとおり極めて不合理な回答を述べ，審

査請求人からの本件対象保有個人情報の削除，複製物の破棄等

を拒否したものであり，その手続的瑕疵は甚大である。 

   （イ）１度目の利用停止請求とその却下 

      審査請求人は，平成２９年３月９日，本件対象保有個人情報に関

する保有個人情報の利用停止請求をした。これに対し，大学は，同

年４月２８日になって，開示請求がなされていないとの理由により

同請求を却下した。 

      審査請求人は，たしかに開示請求を経ずに利用停止請求をしたが，

これは，特定日Ｂ付けで，審査請求人に対して「特定事案調査委員

会Ｃの設置について」との通知がされ，当該通知に際し，大学から

当該調査委員会設置の根拠資料が本件対象保有個人情報であること

と説明されたからである。 

      審査請求人は，開示請求を経ていては，その間に大学が本件対象

保有個人情報を不正に解析し，場合によっては不利益処分を受ける

可能性すらあると判断して，やむを得ず，開示請求を経ずして利用

停止請求をしたものである。なお，利用停止請求にかかる個人情報

は本件対象保有個人情報そのものであり，利用停止を求める対象と

しての明確性に欠けるところはなかった。 

      しかし，上記のとおり大学は同請求を却下した。当該却下決定に

は，次のとおりの規則違反が認められる。 
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     ａ 適切な措置が講じられていないこと（個人情報保護規程４９条

関係） 

       個人情報保護規程４９条は，次のように規定する。 

       「大学は，開示請求，訂正請求又は利用停止請求（以下この項

において「開示請求等」という。）をしようとする者がそれぞ

れ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよう，保有個

人情報の特定に資する情報の提供その他開示請求等をしようと

する者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。」 

       よって，大学が，「開示請求がなされていない。」との手続的

理由で利用停止請求を受理しないのであれば，審査請求人が

「容易かつ的確に」利用停止請求をできるよう，請求を受けた

時点でその旨情報提供しなければならなかった。 

       また，大学は，利用停止請求の内容から，審査請求人が利用停

止を求める対象を了知しえた（仮に了知しえていなかったとし

ても適宜質問をすれば足りた。）のであるから，「利便を考慮

した適切な措置」として「保有個人情報の特定に資する情報の

提供」等をし，審査請求人を開示請求へ適切に誘導しなければ

ならなかった。 

       そして，上記のとおり，審査請求人に，目的外使用の停止を求

める緊急の必要性があることからすれば（これらは「利用停止

を求める趣旨」の記載から明らかである。），大学は，仮に本

件請求を受理できないのであれば，予め審査請求人に開示請求

を促すなどの適切な措置を講じなければならなかったといえ，

当該措置を何ら講じないまま，本件請求から５０日間も経過し

た後になって不受理決定をすることは重大な規則違反といえる。 

     ｂ 求補正を経ていないこと（個人情報保護規程４０条４項関係） 

       個人情報保護規程４０条４項は，次のように規定する。 

       「大学は，利用停止請求書に形式上の不備があると認めるとき

は，利用停止請求をした者（以下「利用停止請求者」とい

う。）に対し，相当の期間を定めて，その補正を求めることが

できる。」 

       よって，大学が，利用停止請求に対して，開示請求を経ていな

いという形式上の不備を理由として受理できないと判断したの

であれば，不受理決定をする以前に，予め審査請求人に対して

補正（本件であれば事前の開示請求）を求めるべきであった。 

       これに対して，大学は，本件不受理決定に際して，何ら補正を

求めることなく，また補正に必要な情報提供をすることもなか

ったのであり（個人情報保護規程１５条７項後段参照），不適
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切な事務処理といえる。 

     ｃ 期限を徒過していること（個人情報保護規程４３条関係） 

       個人情報保護規程４３条は，次のように規定する。 

       「前条各項の決定（以下「利用停止決定等」という。）は，利

用停止請求があった日から３０日以内にしなければならない。

ただし，第４０条第４項の規定により補正を求めた場合にあっ

ては，当該補正に要した日数は，当該期間に算入しない。」 

       本件不受理決定は，本件請求に対して保有個人情報の利用停止

をしない決定であるから，個人情報保護規程４２条２項の決定

にあたり，本件請求から３０日以内になされなければならなか

った。 

       しかし，本件不受理決定は，本件請求日（平成２９年３月９

日）から５０日間も経過した平成２９年４月２８日になされた。

この間，求補正（個人情報保護規程４３条１項ただし書）及び

期限の延長手続（同条２項）のいずれもされておらず，上記決

定は，明らかに個人情報保護規程４３条に反している。 

       なお，万が一，不受理決定が個人情報保護規程４２条２項の決

定にあたらないと解される場合でも，むしろ，かような形式審

査は，請求を受けてから速やかに判断されなされなければなら

ないものであって，上記のとおり決定までに５０日間もの長期

間を要したことが正当化されるものではない。 

     ｄ 不服申立について教示していないこと（行政不服審査法８２条

１項） 

       行政不服審査法８２条１項は，次のとおり規定する。 

       「行政庁は，審査請求若しくは再調査の請求又は他の法令に基

づく不服申立て（以下この条において「不服申立て」と総称す

る。）をすることができる処分をする場合には，処分の相手方

に対し，当該処分につき不服申立てをすることができる旨並び

に不服申立てをすべき行政庁及び不服申立てをすることができ

る期間を書面で教示しなければならない。ただし，当該処分を

口頭でする場合は，この限りでない。」 

       本件不受理決定は，利用停止決定等（個人情報保護規程４３条

１項参照。利用停止をしないという決定を含む。）又は利用停

止請求に係る不作為にあたり，これに対して審査請求（個人情

報保護規程４５条）をすることができるから，大学としては，

本件不受理決定の通知にあたり，審査請求ができる旨を書面で

教示しなければならなかった。 

       しかし，本件不受理決定にかかる通知書には，審査請求につい
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て一切の記載がないから，本件不受理決定に関して，大学に，

行政不服審査法８２条１項に定める不服申立てにかかる教示違

反が認められることは明らかである。不服申立てにかかる教示

は重要な手続であり，これを怠ったことは極めて重大な手続違

反であるといえる。 

   （ウ）１度目の審査請求とその却下 

      審査請求人は，平成２９年５月１１日，上記不受理決定に対し，

個人情報保護規程４５条に基づき審査請求したが，同請求は，請求

から１ヶ月近くが経過した平成２９年６月８日になって，不受理が

通知された。 

      同通知は，不受理の理由について，審査請求は， 

      「「開示決定等，訂正決定等，利用停止決定等又は開示請求，訂

正請求若しくは利用停止請求に係る不作為」についてなされるもの

であり，そもそも利用停止請求についての不受理決定に対して行う

ことができないものであり，本件審査請求は，規程上根拠がないた

め。」 

     と記載するが，審査請求書の記載から，審査請求人が「利用停止請

求に係る不作為」に対する審査請求を求めるものであることは明ら

かであり，上記決定は，明らかに個人情報保護規程４５条に反する

ものである。 

   （エ）開示請求，２度目の利用停止請求及び利用停止しないことの決定 

      審査請求人が，平成２９年５月１１日付けで，あらためて保有個

人情報の開示請求を行ったところ，大学が，本件対象保有個人情報

を，特定事案調査委員会Ａのみでなく，「特定事案調査委員会Ｂ」

及び「特定事案調査委員会Ｃ」において目的外利用していることが

明確となった。 

      このため，審査請求人が，同年６月１５日付けで本件対象保有個

人情報の利用停止請求をしたところ，上記のとおり，同年７月１４

日付けで利用停止をしない旨の決定が通知されたものである。 

   （オ）小括 

      以上のとおり，従前の大学の対応により，審査請求人の権利・プ

ライバシーが十分に尊重されず，長期間にわたり侵害されてきたこ

とは，本件請求への判断にあたっては，十分に斟酌されなければな

らない。 

   イ 本件対象保有個人情報の取扱いにかかる個人情報保護規程違反 

   （ア）個人情報保護規程５条違反について 

     ａ 判断根拠が不明であること 

       本件決定においては，利用停止をしないこととした理由につい
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て，「取得に当たっては，請求者立会いのもと，請求者に対す

る本件証拠保全の趣旨を説明しており，適法に行われたため，

保護規程第５条違反は認められない」と記載されている。しか

し，審査請求人は，上記判断にあたり，大学担当者ないし大学

の情報公開・個人情報保護委員会より何らヒアリング等を受け

ておらず，同委員会がいかなる根拠に基づき，上記判断に至っ

たか不明である。 

       特定事案調査委員会Ａによる本件対象保有個人情報取得時の状

況は，実際には次項のとおりであったのであり，決して適法に

行われたとはいえない。 

     ｂ 特定教授らによる調査委員会の権限ないし被調査者の義務の偽

装 

       特定教授，特定職員及び特定弁護士ら合わせて１０数名（以下

「特定教授ら」という。）は，特定日Ａ，その目的を秘して

（添付書類（略）），審査請求人の研究室及び審査請求人研究

室の学生のための学生室に押し入り，これを強制する権限がな

いにも拘わらずこれがあるかのように偽装し，審査請求人を錯

誤に陥らせて，審査請求人等に対し指示して，本件対象保有個

人情報を開示させ，そのコピーを作成させてこれを取得した。 

       具体的には，特定教授らは，本件対象保有個人情報を取得する

に際して，審査請求人に対して，同日付けの「特定事案調査委

員会Ａの設置について」と題する書面（添付書類（略））を示

し，特定事案調査委員会Ａとして来たこと及び特定経費を研究

室で使用しているとの嫌疑があることを告げたのみで，特定事

案調査委員会Ａの権限ないし被調査者の調査に応じる義務につ

いては一切の説明をしなかった。上記のとおり，唐突に，１０

名以上もの人員が研究室及び学生室に押し入り，学生らを別室

へ監禁してこれら教室の捜索を始めたため，審査請求人らにお

いては，これを捜査機関の実施する強制捜査と同種のものと理

解した。実際に，特定教授らの当日の一連の行為により，学生

らは精神的に重大なダメージを受け，後日，ストレス性の特定

疾病との診断を受けた学生もいた。 

       そして，他の書類の提出にあたっては「任意」であると殊更に

説明する一方で，本件対象保有個人情報の提出にあたっては有

無を言わさずにこれを実行しようとしたため，審査請求人らは，

上記のような異常な状況を踏まえ，これを強制的なもの（質問，

拒否又は留保が一切許されず，従わない場合には当該状況が継

続し，または悪化するもの。）であると誤解して本件対象保有
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個人情報を提出するに至った。本件対象保有個人情報の提出に

際しては，特定教授らが審査請求人に対し，全てのメールデー

タを一切漏らさずにコピーするように指示し，審査請求人がコ

ピー作業をするのを，特定教授らが背後に立って３０分以上に

わたって常時監視していた。 

       審査請求人が，自らに義務付けられているのが「調査委員会の

調査に対し，誠実に協力」する（国立大学法人東京工業大学に

おける教育研究資金の不正使用についての調査等に関する規則

（以下「調査等規則」という。）１４条３項）ことのみである

と説明を受け，これを理解していたならば，無限定に膨大なメ

ールデータを提出することなどありえなかった。 

       この点，上記特定弁護士は，後に審査請求人からの抗議に対し

て，次のとおり回答し（添付資料３（略）），特定調査委員会

Ａがその権限を明らかにせず，演出により，審査請求人を錯誤

に陥らせて本件対象保有個人情報を開示させたことを認めてい

る。 

       「委員会の調査は，不正事実の有無を調査するために行われる

ものであることから，調査の相手方の方が一種の圧力を感ずる

ことがあるかもしれませんが，だからといってそうした状態の

演出が強制力を行使したと非難されるものではありません。」 

     ｃ 小括 

       このように，特定教授及び特定職員は，審査請求人に対してそ

の権限ないし審査請求人の義務を偽装し，不正な手段により本

件対象保有個人情報を取得したものである。個人情報保護規程

５条と同様の規定である個人情報の保護に関する法律（以下

「個人情報保護法」という。）１７条に関しては，「個人情報

を取得する主体や利用目的等について，意図的に虚偽の情報を

示して，本人から個人情報を取得する場合」をもって「不正の

手段」としており，上記行為は，特定事案調査委員会Ａの権限

について意図的に虚偽の情報を示して，本人から個人情報を取

得したものにあたる。 

       よって，上記行為は，「大学は，偽りその他不正の手段により

個人情報を取得してはならない。」と規定する個人情報保護規

程５条に反するものである。 

   （イ）個人情報保護規程９条１項違反について 

     ａ 大学による利用停止をしない決定の理由 

       特定教授らは，本件対象保有個人情報の取得の際に「特定事案

Ａの調査に使用する」と明言していたにも拘らず，大学はこれ
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を「特定事案調査委員会Ｂ」及び「特定事案調査委員会Ｃ」と

いう全く目的の異なる別の調査へ目的外利用した。 

       本件決定においては，上記目的外利用によっても利用停止をし

ないこととした理由について， 

       「当該個人情報を確認したところ，「特定事案調査委員会Ｂ」

及び「特定事案調査委員会Ｃ」の調査に関わる内容の記載があ

った。 

       各調査委員会は，審査請求人の行為が学内規則に抵触する可能

性を調査するという同様の目的を有しているため，当初の利用

目的と相当の関連性を有するものと合理的に認められる範囲に

おける利用目的の変更として，各調査委員会にて利用すること

とした。」 

      と記載し，利用目的の変更であるとしている（なお，同記載は，

上記特定弁護士の回答と全く異なるものである。）。 

     ｂ 相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲にないこと 

       個人情報保護規程３条３項と同様の規定である平成２７年改正

前の個人情報保護法１５条２項においては，利用目的の変更は，

きわめて限定された範囲でしか許されないと解されてきた（宇

賀克也『個人情報保護法の逐条解説〔第５版〕』１２２頁６行

目ないし１３行目）。 

       そして，「相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲」

の解釈については，①当初の利用目的との関連性があり全く関

係のないものではないこと，かつ，②目的を変更することによ

り本人に不測かつ不当な権利利益の侵害を生じさせるおそれが

ないことの２つを考え合わせるべきであると解されている（三

宅弘・小町谷育子『個人情報保護法 逐条分析と展望』１５０

頁最終行から上に３行目ないし１５１頁１行目）。 

       これを本件についてみるに，当初の利用目的（特定事案Ａに関

する調査）と変更後の利用目的（特定事案Ｂに係る調査及び特

定事案Ｃの調査）とは，抽象的に「学内規則に抵触する可能性

を調査する」との点を共通にしており，全く関係ないとまでは

いえないものの，具体的な調査内容については，当初の利用目

的が特定事案Ａに関する調査であるのに対し，変更後の利用目

的は特定事案Ａとは無関係の特定事案Ｃに関する調査であって，

両者の関連性は低い（上記①）。 

       そして，個人情報の本人としては，当初の利用目的たる調査に

ついて自ら又は第三者にかけられた嫌疑を払拭するために個人

情報を提供したにもかかわらず（但し，本件においては，上記



 

 10 

のとおり，審査請求人らはこのように自発的に個人情報を提供

したものではない。），当該利用目的の変更によって，当該個

人情報をもって更に新たな嫌疑をかけられ，調査されることに

なるのであり，このような状況は，提供者にとって予測不能か

つ明らかに不当である（上記②）。更に，特定教授らは，無限

定に膨大なメールデータを取得するのは「現場で選別すること

が困難」だからと説明してきたにもかかわらず，その後も本件

対象保有個人情報のうち当初の利用目的と関連しない部分を削

除等することなく，むしろ当該個人情報をもって別の調査を開

始したのであり，明らかに不当である。 

       また，本件対象保有個人情報取得の根拠となった調査等規則１

７条が，「調査委員会は，調査の過程で知り得た個人情報又は

秘密情報について，秘密保持義務を負うものとし，調査の遂行

上必要な範囲外に漏洩することのないよう十分留意しなければ

ならない。」と規定しており，個人情報の本人において，提供

した資料は当該調査以外で利用されることはありえないと信じ

るのが通常であることからしても，上記のような利用目的の変

更が許されないことは明らかである。 

       よって，両目的が「相当の」関連性を有すると認めることはで

きない。 

     ｃ 一般人において予期しえないこと 

       更に，平成２７年改正前の同法に比し，関連性につき「相当

の」との限定が外され，利用目的の変更がより緩やかに認めら

れることとなったと解されている改正法１５条２項においてす

ら，利用目的の変更が可能な範囲については，次のとおりとさ

れている。 

       「特定した利用目的は，変更前の利用目的と関連性を有すると

合理的に認められる範囲，すなわち，変更後の利用目的が変更

前の利用目的からみて，社会通念上，本人が通常予期し得る限

度と客観的に認められる範囲で変更することは可能である。」 

       「「本人が通常予期し得る限度と客観的に認められる範囲」と

は，本人の主観や事業者の恣意的な判断によるものではなく，

一般人の判断において，当初の利用目的と変更後の利用目的を

比較して予期できる範囲をいい，当初特定した利用目的とどの

程度の関連性を有するかを総合的に勘案して判断される。」 

       このように，利用目的の変更の可能な範囲については，一般人

が変更後の目的を予期しえるかが基準となるところ，本件にお

いて，一般人が，特定の調査のために提供した個人情報が，こ
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れと全く内容の異なる，場合によってはその時点では発足すら

していない（「特定事案調査委員会Ｃ」は，本件対象保有個人

情報取得段階では発足すらしていない。）調査のために利用さ

れると予期することは不可能である。 

       むしろ，個人情報の本人において，調査に際し，当該調査以外

についても学内規則に抵触する可能性があれば他の調査にも提

供資料を流用されると予期するのであれば，大学に対し個人情

報を提供することはありえない。なぜなら，学内規則は極めて

膨大であるうえ，代表的といえる大学就業規則の禁止行為をと

ってみても「大学の名誉又は信用を傷つけること」など極めて

抽象的であるから，大学において学内規則に抵触する可能性を

見出すことは容易であり，個人情報を流用される危険性が極め

て高いからである。 

       更に，本件対象保有個人情報のような膨大なメールデータにつ

いては，これらを解析すれば，事実上，いかようにも「学内規

則に抵触する可能性を見出す」ことができ，調査を繰り返すこ

とができるのであって，一層この危険性は高まるといえる（実

際にそのような状況となっている。）。 

       よって，当初の利用目的（特定事案Ａに関する調査）から変更

後の利用目的（特定事案Ｃ）を予期することは不可能であり，

両者に相当な関連性は認められない。 

     ｄ 小括 

       このように，取得の際に「特定事案Ａの調査に使用する」と明

言していたにも拘らず，これを「特定事案調査委員会Ｂ」及び

「特定事案調査委員会Ｃ」という全く目的の異なる別の調査へ

利用したことは，利用目的の変更として許容される範囲にない。 

       よって，大学が，「大学は，法令に基づく場合を除き，利用目

的以外の目的のために保有個人情報（保有特定個人情報を除く。

以下この条において同じ。）を自ら利用し，又は提供してはな

らない。」と定める個人情報保護規程９条１項に違反したこと

は明らかである。 

   ウ 結語 

     以上のとおり，従前の大学の対応により，審査請求人の権利・プラ

イバシーが十分に保護されず，長期間にわたり侵害されてきたと認

められる。また，本件対象保有個人情報の取得手続の不正及び学内

で本件対象保有個人情報の違法な目的外利用があったことは否定し

えない。 

     よって，大学においては，本請求を受けて，改めて真摯に検討のう
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え従前の対応を改めなければならないことは明らかであって，速や

かに審査請求の趣旨のとおり決定しなければならない。 

 （２）意見書１ 

   ア 下記第３の１（４）に対する意見 

     諮問庁は，下記第３の１（４）において，本件対象保有個人情報の

取得にあたっては「審査請求に対する証拠保全の趣旨を説明してお

り，適法に行われた」と繰り返し意見するが，事実と全く異なるも

のである。 

     実際に，審査請求人らが受けた説明及び当時の状況は，添付書類１

（略）のとおりであり，到底適法に行われたと認めうるものではな

い。審査請求人は，このとき，同時に実施された別件調査に関して

は殊更に「任意」であると言われる一方で，特定事案Ａに係る調査

に関しては高圧的な態度をもって強行されたため，特定事案Ａに関

する調査は任意ではないと思い，「大学にはメールを強制的に取得

できる権限がある（規則に明記されている）ものと誤認した。」

（添付書類１（略））ために，本件対象保有個人情報を提供するに

至ったものである。 

   イ 下記第３の１（５）に対する意見 

   （ア）一事不再理の原則に抵触するとの意見について 

     ａ 諮問庁の意見 

       諮問庁提出の理由説明書（下記第３の１。以下同じ。）では，

審査請求人の主張が，同人が調査等規則に基づき行った異議申

立手続（調査等規則２２条の不服申立ての手続を指すものと考

える。）において主張したものと同趣旨であり，これを本審査

請求の審査において再度取り上げることは一事不再理の原則に

抵触し，本手続において取り上げる必要はないとの意見が述べ

られている。しかし，以下に述べるとおり，この意見は，基本

的な法解釈を誤ったものであって明らかに失当である。 

     ｂ 異議申立手続について 

       調査等規則に基づき，不正使用と認定された被通報者は，調査

委員会に不服申立てをすることができる（２２条１項）。もっ

とも，この不服申立ての審査は，不正使用と認定した調査委員

会自らが行う（同条５項）。 

       このため，手続上は「調査委員会は，再調査を開始した場合に

は，５０日以内に，当初の調査結果を覆すか否かを決定し，そ

の結果を直ちに学長に報告する。」（同条１０項）と規定され

ているものの，調査委員会が自ら予断なしに再考することは期

待しがたい（添付資料２（略））。 
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       このように，調査等規則に基づく不服申立てが，原認定を行っ

た調査委員会に対して行う手続であるため，その判断の客観

性・相当性には自ずから限界があることは明らかであって，こ

のような不服申立ての結果を過度に重視することがあってはな

らない。 

     ｃ 一事不再理の原則とは無関係であること 

       一事不再理の原則は，憲法３９条（「何人も，実行の時に適法

であった行為又は既に無罪とされた行為については，刑事上の

責任を問われない。また，同一の犯罪について，重ねて刑事上

の責任を問われない。」）に基づくものであり，「一度判決が

確定してしまうと，再びその事件を蒸し返して裁判にかけるこ

とはできない。」というものである。異議申立手続の結果は，

判決でないことは明らかであるうえ，上記ｂのとおりこれに比

肩しうるものでもないから，そもそも本原則を持ち出す場面で

ないことは明らかである。 

       この点を措くとしても，上記原則は裁かれる人間の利益のため

に認められるものであるから，例えば有罪判決の確定後に無罪

を予想させる有力な証拠が出てきた場合に再審を行うことは当

然許されている（再審制度。以上につき添付資料３（略））。

よって，不正使用との認定を受ける立場であった審査請求人が

主張するのであればまだしも，認定者である諮問庁からの「一

事不再理の原則に抵触する」などという立論が成立しえないこ

とは明らかであり，基本的な法解釈を誤ったものと言わざるを

えない。 

     ｄ 小括 

       以上のとおり，諮問庁提出の理由説明書における「一事不再

理」に関する主張が失当であることは明らかであり，「本手続

において取り上げる必要はない」との意見には何ら合理的根拠

はない。 

   （イ）司法機関の判断によるべきとの主張について 

     ａ 諮問庁の意見 

       諮問庁提出の理由説明書では，「取得時の状況についての主

張」にかかる議論は，訴訟（特定事件番号）のテーマとして審

理されているところであり，その当否は今や司法機関の判断に

よるべきであり，本審査請求手続において取り上げることは相

当ではないとの意見が述べられている。 

     ｂ 諮問庁の意見は抽象的議論に過ぎないこと 

       諮問庁は上記のとおり述べるが，「議論」が「テーマ」として
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審理されているから本手続で取り上げることは「相当でない」

との意見はあまりにも抽象的であって，何ら具体的・合理的理

由となっていない。 

       実際に，審査請求手続と同様の「議論」が「テーマ」として審

理される訴訟の提起によって，審査請求手続でこれを取り上げ

ることができなくなるとの法令ないし諮問庁の学内規則上の根

拠は一切ない。 

       また，上記訴訟では「取得時の状況についての主張」は，審査

請求人の諮問庁に対する損害賠償請求権の根拠の一つとして主

張されているが，当該損害賠償請求権が認容されたとしても，

その既判力（判決の効力）は，判決理由中の判断たる「取得時

の状況についての違法性」に及ばないから（民事訴訟法１１４

条１項），本手続における判断と判決効との間に矛盾を生じる

ことにもならない。 

       更には，上記訴訟は，審査請求人と諮問庁との間の訴訟であっ

て，その判決は，審査請求人以外の者には及ばない。 

       よって，上記訴訟が提起されたとしても，本手続において同様

の「議論」を取り上げるべきでない合理的根拠はない。 

     ｃ 異なる目的のための手続であること 

       上記訴訟の目的（損害賠償請求権の有無の判断）と本手続の目

的（利用停止をしない旨の決定の当否の判断）は全く異なるも

のであるから，前者が提起されたからといって，後者で関連す

る主張を審理する必要がないとの帰結にはならない。 

       実際に，上記訴訟において審査請求人（原告）の上記主張が認

められ，その請求が認容されても，諮問庁には損害賠償の義務

が発生するのみで本件対象保有個人情報の利用を停止すべき義

務は発生しない。上記訴訟の提起のため，審査請求人が本手続

によって本件対象保有個人情報の利用停止をしない旨の決定の

当否を争うことができなくなるとの帰結は明らかに不当である。 

     ｄ 小括 

       以上のとおり，上記訴訟の提起によって，審査請求人が本手続

において関連する主張を取り上げることが相当でなくなる理由

はなく，諮問庁の意見に何ら合理的根拠はない。 

   （ウ）予測可能性に関する論述の飛躍 

      諮問庁は，職員について何らかの学則違反の可能性が認められる

ときに，本学がこれを調査し，必要に応じて当該違反行為者を懲戒

処分することがあることは（中略）予測可能なことであると述べる

が，この意見には明らかな論述のすり替えがある。 
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      職員は，諮問庁（大学）が，学則違反の可能性がある場合に調査

等することは予測可能であるものの，特定の目的にために提出した

個人情報（しかも提出先において秘密保持義務が課されている（調

査等規則１７条））が流用され，自らへの調査等が開始されること

は全くもって予測不能である。 

      諮問庁の意見は，個人情報取得の際の利用目的の明示（個人情報

保護規程４条），利用目的による制限（同規程９条１項）及び調査

委員会の秘密保持義務（調査等規則１７条）を軽視するものに過ぎ

ない。 

   （エ）審査請求人が他の職員よりも有利な地位が保障されるとの主張に

ついて 

      諮問庁は標題のとおりの意見を述べるが，論旨不明と言わざるを

えない。 

      当該利用目的を明示して個人情報を取得していないということは，

即ち，諮問庁にとって当該利用目的に関しては個人情報を取得して

いなかったのと同様であって，当該個人情報を証拠として懲戒処分

ができないのは当然であるから，他の職員よりも有利な地位が保障

されることにならない。 

      諮問庁の意見は，要するに，個人情報取得の際の利用目的の明示

（個人情報保護規程４条）及び利用目的による制限（同規程９条１

項）の意義を軽視するものであって，失当と言わざるをえない。 

   （オ）小括 

      以上のとおり，諮問庁の補足意見は，いずれも合理的根拠のない

ものであって，失当との謗りを免れない。これら補足意見から明ら

かとなるのは，諮問庁における，隠蔽体質及び個人情報保護軽視の

姿勢である。諮問庁においては，当該隠蔽体質・個人情報保護軽視

の姿勢は，特定事案Ａの調査開始時から本手続に至るまで一貫して

おり（審査請求に至るまでの経緯のとおり。），これらが一連の個

人情報保護規程違反の要因となったことは明らかである。 

   ウ 結語 

     以上のとおり，原処分が，個人情報保護規程に反する違法なもので

あることは明らかであるから，適切な答申をされたい。なお，上記

のとおり，諮問庁においては，隠蔽体質及び個人情報保護軽視の姿

勢が常態化しており，万が一にも本手続でこれが是認されるような

ことがあれば，今後，更に深刻な個人情報保護規程違反を招くもの

であるため，念のため付言する（報復的に，本件対象保有個人情報

を利用して審査請求人に対して学内調査・懲戒処分をする可能性が

高い。）。 
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 （３）意見書２ 

   ア 個人情報保護規程９条２項２号の要件を充たさないこと 

   （ア）「法令の定める業務」にあたらないこと 

     ａ 「法令の定める業務」の意義 

       個人情報保護規程９条２項２号は，諮問庁が「法令の定める業

務」の遂行のために保有個人情報を目的外利用できる場合があ

ると定める。 

       この点，私企業等と異なり，諮問庁を含む独立行政法人等が，

特別に，一定の場合に保有個人情報を目的外利用できるのは，

目的外利用の禁止の例外を認めることが「国民負担の軽減，行

政効率の増大，本人または公共の利益の増進につながる」から

であると解される（宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説［第

５版］』４４３頁）。この際，「国の行政機関，独立行政法人

等，地方公共団体及び地方独立行政法人は，それぞれ法令の定

めるところにより公共性の高い事務を遂行して」いることが前

提となっている（総務省行政管理局監修『行政機関等個人情報

保護法の解説（増補版）』４０頁）。 

       よって「法令の定める業務」の解釈については，上記趣旨に鑑

みれば，公共性の高い事務として法令で直接定められた業務を

いうと解すべきである。 

     ｂ 諮問庁への反論 

       この点，諮問庁は「法令の定める業務」との要件が「法令上求

められる各種管理運営上の措置の遂行や効率性に寄与する場

合」に認められると主張する。しかし，このように解釈すれば

「法令の定める業務」の外延が漠然・不明確となるばかりか，

特段公共性を有しない管理運営上の業務に自由に保有個人情報

を利用できることになり，明らかに解釈として失当である。 

       更には，諮問庁は縷々主張するものの，本件目的外利用にかか

る調査を実施すべき具体的な法令上の根拠を示しえていないの

であり（教職員の規則違反の調査を国立大学法人の業務と定め

る法令は見当たらない。），この点からしても，当該調査を

「法令の定める業務」と認めることはできない。 

     ｃ 諮問庁における「法令の定める業務」 

       これを諮問庁についてみると，国立大学法人の業務については，

国立大学法人法２２条１項において次のとおり列挙されている。 

      第二十二条 国立大学法人は，次の業務を行う。 

       一 国立大学を設置し，これを運営すること。 

       二 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相
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談その他の援助を行うこと。 

       三 当該国立大学法人以外の者から委託を受け，又はこれと共

同して行う研究の実施その他の当該国立大学法人以外の者と

の連携による教育研究活動を行うこと。 

       四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会

を提供すること。 

       五 当該国立大学における研究の成果を普及し，及びその活用

を促進すること。 

       六 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促

進する事業であって政令で定めるものを実施する者に対し，

出資（次号に該当するものを除く。）を行うこと。 

       七 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十

二条の規定による出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 

       八 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

       以上のとおり，国立大学法人に明文で認められる業務のうちに

は，本件目的外利用のような「学内規則違反の調査」は含まれ

ない。実質的にも，このような業務は労務管理上の事務に過ぎ

ず，私企業と何ら変わるところはないのであって，特別に目的

外利用の禁止の例外として認めるべき場合にあたらない。 

       よって，本件目的外利用は「法令に定める場合」の要件を充た

さない。 

   （イ）「相当な理由」がないこと 

     ａ 「相当な理由」の判断方法 

       個人情報保護規程９条２項２号は，目的外利用には「相当な理

由」を要するとする。 

       そして，個人情報保護規程が依拠する法９条２項２号と同趣旨

の規定である行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（以下「行政機関個人情報保護法」という。）８条２項２号の

該当性判断については，衆議院，参議院の個人情報の保護に関

する特別委員会において「保有個人情報の目的外の利用及び提

供が所定の要件に該当するか否かの判断は慎重かつ客観的に行

う（後略）」との附帯決議がなされている（宇賀克也『個人情

報保護法の逐条解説［第５版］』４４５頁）。 

       よって，個人情報保護規程上の「相当な理由」の有無も同様に

慎重かつ客観的に行われなければならない。 

     ｂ 緊急性・必要性がないこと 

       「相当な理由」は不確定概念であるが，その例として「外国で

犯罪に巻き込まれた邦人を保護するために，外務省の旅券課が
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保有する保有個人情報を同省の海外邦人安全課が利用する場

合」が挙げられており（宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説

［第５版］』４４５頁），「相当な理由」としては，この程度

の高度の緊急性や必要性が要求されると解すべきである。 

       本件をみるに，本件目的外利用であるところの学内規則違反の

調査は，人の生命，身体又は財産を保護するためのものではな

く，客観的にみて緊急の対処を要するものではなかった（１件

は現在もなお調査継続中とのことである。）。また，当該調査

にあたって，諮問庁はあらためて審査請求人に事情を説明のう

え当該調査への本件対象保有個人情報の利用について審査請求

人から同意（個人情報保護規程９条２項１号）を得ることも考

えられたのであって，これを経ずして目的外利用をすべき必要

性も認められない。 

     ｃ 諮問庁への反論 

       この点，諮問庁は「問題となる学内規則等の違反行為は，メー

ルの記載内容を通じて客観的に検討すべきものである」から相

当な理由があると主張するが，これは諮問庁の主観的判断に過

ぎない。真実，学内規則等の違反行為があったのであれば，審

査請求人へのヒアリングや他の資料に基づく調査継続が可能な

はずであって，慎重且つ客観的に判断すれば，相当な理由があ

るといえないことは明らかである。 

     ｄ 小括 

       従って，諮問庁による本件対象保有個人情報の目的外利用は

「相当の理由」の要件を充たさない。 

   （ウ）まとめ 

      以上のとおり，本件目的外利用は，個人情報保護規程９条２項２

号の要件を充たさない。 

   イ 個人情報保護規程９条２項ただし書に該当すること 

   （ア）権利利益の侵害が甚大であること 

      個人情報保護規程９条２項ただし書は，目的外利用によって「本

人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められ

るとき」には，目的外利用は許されないとする。 

      本件対象保有個人情報は，過去数年分にも及ぶ膨大なメールデー

タである。この中には，当然，審査請求人の業務・研究上の又は私

生活上の極めて秘匿の必要性の高い情報も多数含まれている。 

      審査請求人は，本件目的外利用によって，このような膨大かつ極

めて秘匿性の高い情報を多数複製され，また多くの人間によって仔

細に検討されることになるのであって，これによるプライバシーの
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侵害は甚大である。 

   （イ）不当な権利利益の侵害のおそれがあること 

      諮問庁は「同委員会が審査請求人の別の行為について学内規則等

への抵触又は違反その他問題点を確認し，指摘する可能性があるが，

もともと審査請求人をはじめ教職員は，規則を遵守，尊重する義務

を負っており，同委員会によるなんらかの確認・指摘行為がなされ

たとしても，審査請求人の権利・利益を不当に侵害するものではな

い。」と主張するが，前項で述べたとおりの調査そのものによるプ

ライバシー侵害を看過するものと言わざるをえない。 

      また，諮問庁が「学内規則に違反している可能性」に基づき目的

外利用として別件調査を開始する以上，結果的に学内規則に違反し

ていなかったことが判明することもありうる（本件目的外利用にか

かる２件の調査対象のいずれについても実際には学内規則違反は存

在しない。）。この場合，諮問庁においては，上記（ア）で述べた

ようなプライバシー侵害を強いるべき理由がなかったことになるの

であるから，不当な権利侵害にあたることは明らかである。 

      そして，調査開始時点では，このように結果的に学内規則違反が

認められないという可能性は常に内包されているのであるから「権

利利益を不当に侵害するおそれ」が認められる。 

   （ウ）小括 

      以上のとおり，本件目的外利用には，権利利益を不当に侵害する

おそれが認められる。 

   ウ 結語 

     諮問庁は，本件目的外利用について，利用目的の変更（個人情報保

護規程３条３項）であると主張する一方で，法令の定める業務（個

人情報保護規程９条２項２号）であるとも主張するなどしており，

その主張は一貫していない（宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説

［第５版］』４４５頁において明確に，「目的外利用は，利用目的

の変更（３条３項）とは異なり，利用目的は変更せず，一時的に利

用目的以外の目的で利用するものである。」と述べられている。）。

これは，諮問庁が，本件目的外利用をする際に，個人情報保護規程

について十分に検討しておらず，審査請求人からの指摘を受けて後

付けで理由を付けているからに他ならない。 

     上記アで述べたとおり，客観的にみて，本件目的外利用には，個人

情報保護規程９条２項２号該当性は認められない。これに対して，

諮問庁の主張は，要するに，調査委員会の事実認定に必要だから

「相当な理由がある」とのものであり，慎重かつ客観的な要件判断

とは程遠いものである。 
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     また，上記イで述べたとおり，本件目的外利用に，個人情報保護規

程９条２項本文の「権利利益を不当に侵害するおそれ」が認められ

ることは明らかである。これに対して，諮問庁の主張は，被調査者

に規則違反があると決め付け，そのような者には人権はないと言わ

んばかりのものであって，個人情報保護の意識に欠けること甚だし

いといわざるをえない。 

     以上の次第であり，本件目的外利用が，個人情報保護規程９条２項

２号により適正な利用とされることはない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

 （１）審査請求に至るまでの経緯 

    平成２９年３月９日  審査請求人より，メールにて，本件対象保有

個人情報について，利用停止請求がなされた。 

    平成２９年４月２８日 本件対象保有個人情報に係る保有個人情報開

示請求手続きを経ずに行われたものであったた

め，受理しない旨を通知した。 

    平成２９年５月１０日 審査請求人より，本件対象保有個人情報に係

る開示請求がなされた。 

    平成２９年６月８日  平成２９年５月１０日付でなされた本件対象

保有個人情報に係る開示請求について全部開示

を決定し，後日審査請求人へ開示を実施した。 

    平成２９年６月１５日 審査請求人より，本件対象保有個人情報の取

得が不適切であること及び利用目的外の利用が

あるとして，本件対象保有個人情報について利

用停止請求がなされた。 

    平成２９年７月１４日 平成２９年６月１５日付でなされた本件対象

保有個人情報に係る利用停止請求について，本

件対象保有個人情報は適切に取得したものであ

り，かつ，利用目的外に利用はないとして，利

用停止をしない旨の決定を行った。 

    平成２９年８月３０日 審査請求人より，審査請求書のとおり，平成

２９年７月１４日付で行った本件対象保有個人

情報の利用停止をしない旨の決定に対し，審査

請求がなされた。 

 （２）本件対象保有個人情報の概要 

   ア 本件対象保有個人情報の名称 

     特定事案調査委員会Ａが特定日Ａに審査請求人のパソコンからコピ

ーして持ち帰ったメールデータ 
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   イ 本件対象保有個人情報の取得の経緯 

     本件対象保有個人情報は，東京工業大学における特定事案Ａに関す

る審査請求人の行為に対する調査のため，特定事案調査委員会Ａが

証拠保全の措置として，審査請求人のパソコンから取得したもので

ある。 

     なお，本件対象保有個人情報の取得は，特定日Ａに，本学特定キャ

ンパスにある審査請求人の所属する研究室（以下「研究室」とい

う。）において，審査請求人に特定事案調査委員会Ａの設置の事実

及び特定事案調査委員会Ａにおける証拠保全措置の趣旨を説明した

うえで，審査請求人立ち会いのもと行った。 

   ウ 本件対象保有個人情報の利用目的 

     本件対象保有個人情報の当初の利用目的は，上記イで記載したとお

り特定事案Ａに対する調査に利用するためであった。 

     しかし，本件対象保有個人情報の内容に，特定事案Ａに関する行為

以外の審査請求人の行為についても本学規定に抵触する可能性を調

査するため，利用目的の変更として，特定事案調査委員会Ａを含め

た以下３つの調査委員会における調査及び証拠に利用することとし

た。 

    ・ 特定事案調査委員会Ａ 

    ・ 特定事案調査委員会Ｂ 

    ・ 特定事案調査委員会Ｃ 

 （３）本件対象保有個人情報に対する利用停止請求について 

    本件対象保有個人情報に対しては，平成２９年６月１５日付で審査請

求人より，以下の理由により，利用停止請求がなされた。 

   ・ 特定事案調査委員会Ａは，審査請求人に対し，本件対象保有個人情

報を提出させる強制的権限がないにもかかわらず，これがあるかの

ように偽って取得した。（個人情報保護規程５条違反） 

   ・ 特定事案調査委員会Ａの委員は，審査請求人に対し，本件対象保有

個人情報の提出の際，その利用目的について「特定事案Ａの調査の

ため」であることを明言した。しかし，本件対象保有個人情報は，

このほか「特定事案調査委員会Ｂ」及び「特定事案調査委員会Ｃ」

という他の調査委員会（学外者も含まれる。）へ提供され，利用目

的以外の目的のために利用された。（個人情報保護規程９条１項違

反） 

   ・ 「特定事案調査委員会Ａが特定日Ａに審査請求人のパソコンからコ

ピーして持ち帰ったメールデータ」と名称づけられていること，

「特定事案調査委員会Ｂ」には証拠保全措置をとる権限がないこと，

「特定事案調査委員会Ｃ」は，本件対象保有個人情報の取得時に設
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置されていないことから対象保有個人情報の「特定事案調査委員会

Ｂ」及び「特定事案調査委員会Ｃ」での利用が利用目的以外の目的

での利用であることは明白である。 

 （４）原処分の考え方及びその理由 

    本件対象保有個人情報に対する利用停止請求については，以下のとお

り審査請求人の主張する個人情報保護規程違反があると認められなかっ

たため，利用不停止を決定した。 

   ・ 個人情報保護規程５条に違反していると指摘された点について 

     上記（２）イで述べたとおり，本件対象保有個人情報の取得は，調

査等規則１６条の規定に基づき，特定事案調査委員会Ａの証拠保全

措置として行われたものである。また，取得にあたっては，審査請

求人立会いのもと，審査請求人に対する証拠保全の趣旨を説明して

おり，適法に行われたため，個人情報保護規程５条違反は認められ

ない。 

   ・ 個人情報保護規程９条１項に違反していると指摘された点について 

     本学は，本件対象保有個人情報を「特定事案調査委員会Ａ」へ利用

する目的として取得した。 

     本件対象保有個人情報を確認したところ，「特定事案調査委員会

Ｂ」及び「特定事案調査委員会Ｃ」の調査に関わる内容の記載があ

った。 

     各調査委員会は，審査請求人の行為が学内規則に抵触する可能性を

調査するという同様の目的を有しているため，当初の利用目的と相

当の関連性を有するものと合理的に認められる範囲における利用目

的の変更として，各調査委員会にて利用することとした。 

     そのため，各調査委員会で本件対象保有個人情報を利用することは，

利用目的の範囲内の利用であり，個人情報保護規程９条１項違反は

認められない。 

 （５）原処分に係る本学の検討結果 

    原処分の結果並びに考え方及び理由に変更はない。ただし，以下の点

を補足する。 

    原処分に対する審査請求の理由として，①「取得時の状況についての

主張」，②「利用目的の変更について，関連性，予見性の観点から認め

られない」との主張が述べられているが，これらに対する本学の見解は，

次の通りである。 

   ・ 上記①の主張は，特定事案調査委員会Ａの学長宛報告書に対し審査

請求人が調査等規則に基づき行った異議申立手続において主張した

主張と内容同旨であり，同委員会はその主張を理由がないものとし

て排斥した。この主張を本審査請求の審査において，再度取り上げ
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ることは，一事不再理の原則に抵触するものであり，本手続におい

て取り上げる必要はないと判断する。 

     更に，審査請求人は，大学を被告として，特定訴訟（特定事件番

号）を提起して，上記取得時の状況について，同一の主張を請求原

因として，特定事案調査委員会Ａが学長に対して提出した報告書の

公表の差止等を求めている。このように「取得時の状況についての

主張」にかかる議論は，訴訟のテーマとして審理されているところ

であり，その当否は今や司法機関の判断によるべきであり，本審査

請求手続において取り上げることは，相当ではないと判断する。 

   ・ 上記②の主張は，利用目的の変更の関連性が認められることについ

ては，上記（４）記載の通りであるが，更に付言すると，本学にお

いて職員について何らかの学則違反の可能性が認められるときに，

本学がこれを調査し，必要に応じて当該違反行為者を懲戒処分する

ことがあることは，国立大学法人東京工業大学職員就業規則（以下

「職員就業規則」という。）に照らして審査請求人において予測可

能なことであり，仮にそのことにより審査請求人が何らかの不利益

を被ることがあるとしても，これをもって不当な利益侵害とである

とはいえないことは明らかである。審査請求人の主張を容れれば，

審査請求人は学則違反行為について，他の職員よりも有利な地位が

保障されることになり，不合理な事態を招来する。この主張も根拠

がないと判断する。 

 ２ 補充理由説明書 

   東京工業大学が保有する，本件対象保有個人情報に対する利用停止請求

において，審査請求人より，本件対象保有個人情報の目的外利用（個人情

報保護規程９条１項違反）を指摘されている。 

   当該指摘に対して，上記１（４）において主張しているとおり，個人情

報保護規程３条３項に基づく当初の利用目的と相当の関連性を有するもの

と合理的に認められる範囲における利用目的の変更による適正な利用であ

ることを理解しているが，これに加えて，個人情報保護規程９条２項及び

当該規定の根拠法令である法９条２項の見地からも，本件対象保有個人情

報の利用は，適正な利用であると言えるため，理由説明書に補充して，以

下の通り説明する。 

 （１）法９条２項の位置づけ 

    法９条２項は，「独立行政法人等は，次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは，利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用

し，又は提供することができる。ただし，保有個人情報を利用目的以外

の目的のために自ら利用し，又は提供することによって，本人又は第三

者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは，この
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限りでない。」とし，その２号において，「独立行政法人等が法令の定

める業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であ

って，当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあると

き。」と定めている。個人情報保護規程９条２項２号も，同様な定めを

おいている。 

    この法９条２項の定めは，法３条の個人情報の目的外の利用・提供の

禁止原則の例外とされている。行政機関個人情報保護法８条２項も，法

９条２項と同趣旨の定めをおいている。行政機関個人情報保護法８条２

項の趣旨は，「国民負担の軽減，行政効率の増大，本人又は公共の利益

の増進につながる場合には，目的外利用・提供に伴う個人の利益の侵害

のおそれと目的外利用・提供に伴う便益とを比較して目的外利用・提供

禁止原則の一定の例外を認める」ものとされる（宇賀克也「個人情報保

護の逐条解説（第５版）」４４３頁参照）。 

    行政機関でない独立行政法人等が保有する保有個人情報の目的外利用

の趣旨については，「国民負担の軽減」「公共の利益の増進」という用

語にとらわれず，当該独立行政法人の目的にてらし，法令上求められる

各種管理運営上の措置の遂行や効率性に寄与する場合には，目的外利用

に伴う個人の利益の侵害のおそれと目的外利用・提供に伴う便益とを比

較して検討すべきと考える。 

 （２）本学が法令で定める業務の遂行のために利用すること 

   ア 本件対象保有個人情報は，審査請求人が特定事案Ａに関する行為に

ついて学内規則違反の可能性を示すものであったが，更にその他の

学内規則に違反している可能性を示すものがあった。 

     そこで，本学学長の裁定により，その可能性を検討するために，

「特定事案調査委員会Ｂ」及び「特定事案調査委員会Ｃ」（以下，

第３において，併せて「特定事案調査委員会Ｃ等」という。）を設

置し，調査活動を行った（後者は，調査活動が継続中である。）。 

   イ ところで，国立大学法人は，国立大学法人法に基づき国立大学を設

置し，運営しているものであるが，学校教育法５条は，「学校の設

置者は，その設置する学校を管理」する義務を負っている。ここで

管理とは，人的管理，物的管理，運営管理を指すものとされている

（鈴木勲編著「逐条学校教育法（第７次改訂版）」（学陽書房）５

４，５５頁）。そして，学校の設置者として，運営管理をなすべき

主体は，国立大学法人が設置する国立大学の場合は，国立大学法人

の長である学長である。 

     また，学校教育法９２条３項は，「学長は，校務をつかさどり，所

属職員を統督する」，国立大学法人法１１条１項は，「学長は，学

校教育法第９２条第３項に規定する職務を行うとともに，国立大学
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法人を代表し，その業務を総理する。」としており，学長は国立大

学法人の業務及び設置された大学のすべての校務について，包括的

な最終責任者としての職務と権限を有し，高い立場から教職員を指

揮監督するものである。 

     加えて，国立大学法人法３５条において準用される独立行政法人通

則法２８条は，国立大学法人に，業務方法書を作成し，文部科学大

臣からの認可を受けること，業務方法書には，国立大学法人の業務

の適正を確保するための体制の整備に関する事項を記載することを

義務付けている。 

     つまり，国立大学法人の学長は，管理行為の主体及び包括的責任者

又は指揮監督者として，学内において法令に準拠した内部規則等を

制定し，組織を適切に運営管理し，常に教育研究水準の向上に努め

る義務を負っている。 

   ウ 更に，国立大学法人は，文部科学大臣が定めた中期目標（この中に

は，業務運営の改善及び効率化に関する事項，その他業務運営に関

する重要事項が含まれている。）に基づく中期計画を作成し，自己

評価を行った上で，毎年評価委員会における評価を受けなければな

らない（国立大学法人法３０条ないし３１条の１）。また，学校教

育法１０９条１項は「大学は，その教育研究水準の向上に資するた

め，文部科学大臣の定めるところにより，当該大学の教育及び研究，

組織及び運営並びに施設及び設備（次項において「教育研究等」と

いう。）の状況について自ら点検及び評価を行う」ことを定めてお

り，こうした点検評価についても，別途「認定評価機関」による評

価を受ける（同法同条２項）。 

   エ 従って，国立大学法人の学長は，国立大学法人の「業務を総理し」，

「業務の適正を確保するための体制の整備」を行い，「学校を管

理」し，「大学の教育及び研究，組織及び運営並びに施設及び設

備」（教育研究等）を常に維持・向上すべき責任が有り，自らこれ

らの業務運営について点検評価した上で，外部からの評価を受ける

ことになる。このような責任の達成は，まさに国立大学法人法１１

条１項，学校教育法５条，９２条３項，１０９条１項に基づく学長

の権限の行使としてなされるべきものである。 

   オ 本学が定めた業務方法書は，４条１項で「大学は，役職員の職務の

執行にあたり，法人法又は他の法令，大学の定める規程に違反する

事由が発生した場合における，違反した役職員に対する懲戒に関す

る規程その他の対応の指針をあらかじめ定めるものとする。」と定

め，同条２項で「大学は，前項に規定する事由が発生した場合には，

速やかな是正措置をとり，あわせて再発防止を図るものとする。」
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と定めている。 

     この業務方法書に基づき，本学は，国立大学法人東京工業大学にお

けるコンプライアンスに関する規則（以下「コンプライアンス規

則」という。），国立大学法人東京工業大学における教育研究資金

の適正な運営・管理に関する規則，調査等規則など，各種の体制を

整備し，組織の適正な管理運営のため，教職員に法令・学内規則の

遵守を求めるとともに，万一教職員に法令・学内規則違反又はその

疑いがあったとは，これを調査し，適切に対処することとしている。

特に，コンプライアンス規則は，万一コンプライアンス事案が発生

したときは，「コンプライアンス事案への対応に関し，他の学内規

則等に別段の定めがあるときは，その定めるところにより当該事案

の担当部署において対応するものとする」（６条）とし，更に「こ

の規則に定めるもののほか，コンプライアンスに関し必要な事項は，

学長が別に定める」（７条）としている。 

   カ 本学学長は，本件対象保有個人情報の一部から審査請求人について

別の規則等の違反行為の可能性（コンプライアンス事案）が報告さ

れ，自らの裁定（その権限は，最終的には国立大学法人法１１条１

項，学校教育法９２条３項，コンプライアンス規則７条に基づ

く。）により，特定事案調査委員会Ｃ等を設置し，同委員会では本

件対象保有個人情報の内容を改めて分析し，事実関係を調査するた

めに利用することとしたものである。 

     なお，審査請求人は，本学が「東工大発ベンチャー」の称号を付与

した特定会社の役員を，学内手続を経て，兼務していた。 

     本学における大学発ベンチャーは，本学又は本学教職員・学生が保

有する特許等の技術等を基に，これらの者がこれら技術を事業化す

るために設立する株式会社等の事業組織であり，本学の教職員らの

申請に基づき，本学は「国立大学法人東京工業大学の研究成果等を

活用したベンチャー企業への称号の授与に関する規則」により，称

号を授与するものである。一般に大学発ベンチャーの活動は，大学

と当該教職員又は当該ベンチャー企業との利益相反行為が問題とな

りやすい（「国立大学法人東京工業大学利益相反マネジメントポリ

シー（２００４年９月３日制定）」参照）。このため，大学発ベン

チャーの役職員を兼業する教職員は，国立大学法人東京工業大学役

職員倫理規則等関連する本学の規則を遵守する必要がある。万一，

このような倫理規則その他に抵触する可能性があるときは，大学と

しては調査し，適当な対処をする必要がある。 

   キ 以上の通り，本学学長が，特定事案調査委員会Ｃ等を設置して本件

対象保有個人情報を他の学内規則等の違反の調査に利用する行為は，
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本学が国立大学として存立する目的を全うし，本学における組織運

営の適正化を図るためであって，本学が「法令で定める業務の遂行

に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合」に該当する。

そして，問題となる学内規則等の違反行為は，メールの記載内容を

通じて客観的に検討すべきものであるから，「当該個人情報を利用

することについて相当な理由がある」と言うべきである。 

   ク なお，目的外利用については，「本人又は第三者の権利利益を不当

に侵害するおそれがあると認められるときは，この限りでない。」

との要件が付されているが，特定事案調査委員会Ｃ等が本件メール

を利用することによって，同委員会が審査請求人の別の行為につい

て学内規則等への抵触又は違反その他問題点を確認し，指摘する可

能性があるが，もともと審査請求人をはじめ教職員は，規則を遵守，

尊重する義務を負っており（職員就業規則２８条１項，３１条），

同委員会によるなんらかの確認・指摘行為がなされたとしても，審

査請求人の権利・利益を不当に侵害するものではない。 

 （３）以上の理由で，国立大学法人の包括的責任者である本学学長が，特定

事案調査委員会Ｃ等において本件対象保有個人情報を利用することは，

法９条２項及び個人情報保護規程９条２項に基づく適正な利用であると

いえる。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年１０月１９日 諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１１月２１日    審査請求人から意見書１及び資料を収受 

   ④ 平成３０年２月１日   諮問庁から補充理由説明書及び資料を収

受 

   ⑤ 同月１３日       審査請求人から意見書２を収受 

   ⑥ 同年５月２１日     審議 

   ⑦ 同年６月１１日     審議 

   ⑧ 同年７月３０日     審議 

   ⑨ 同年９月４日      審議 

第５ 審査会の判断理由 

 １ 本件利用停止請求について 

   本件利用停止請求は，処分庁が審査請求人に対し別途開示決定し，開示

を実施した本件対象保有個人情報について，その利用停止を求めるもので

ある。 

   処分庁は，本件利用停止請求について，理由があるとは認められないと

して，利用不停止とする原処分を行った。 
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   審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，原処分を維

持するとしていることから，以下，本件対象保有個人情報の利用停止の要

否について検討する。 

   なお，審査請求人は，原処分に先立ち別途行った利用停止請求に関して

も不服を述べているが，これは，本件諮問に係る原処分とは別の処分であ

ることから，これについては判断しない。 

 ２ 利用停止の要否について 

   審査請求人は，本件対象保有個人情報の利用停止を求める理由として，

①本件対象保有個人情報は，特定事案調査委員会Ａが審査請求人に対し，

提出させる強制的権限がないにもかかわらず，これがあるかのように偽っ

て取得した，②本件対象保有個人情報は，特定事案調査委員会Ａ以外の特

定事案調査委員会Ｂ及び特定事案調査委員会Ｃへ提供され，利用目的以外

の目的のために利用されている旨主張するところ，これらは，それぞれ，

法３６条１項１号に規定する「５条の規定に違反して取得されたものであ

るとき」，「９条１項の規定に違反して利用されているとき」に該当する

旨主張するものと解される。 

 （１）法５条違反の主張について 

   ア 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象保有個人情報

の取得の経緯について確認させたところ，諮問庁は，以下のとおり

説明する。 

   （ア）東京工業大学では，内部通報を受けて特定事案Ａを調査するため

調査等規則により特定事案調査委員会Ａを設置し，同調査委員会は，

同事案については証拠となる関係資料の隠蔽が行われるおそれがあ

ることから，調査等規則１６条に基づき，証拠保全措置を行うこと

を決定した。 

   （イ）特定事案調査委員会Ａは，特定日Ａに，研究室を訪ね，審査請求

人に対し，同調査委員会が設置された旨の通知文書を手渡すととも

に，同調査委員会の調査のため証拠保全措置を行うことを説明し，

審査請求人立会いの下で，本件対象保有個人情報を取得した。 

      なお，証拠保全措置を行うことについては，審査請求人が所属す

る組織の長に対して，文書により通知している。 

   イ 以下，上記諮問庁の説明も踏まえて検討する。 

   （ア）上記アで諮問庁が説明する審査請求人への通知文書及び審査請求

人が所属する組織の長に対する通知文書について，諮問庁から提示

を受け，当審査会において確認したところ，特定事案調査委員会Ａ

が調査等規則により設置されたこと，同調査委員会は調査等規則１

６条に基づき証拠保全措置を行うこととしたことが記載されている。 

   （イ）そこで，当審査会において，調査等規則（諮問書に添付）を確認
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したところ，調査委員会は，調査に当たって，証拠となる資料・関

係書類等を保全する措置をとることができる旨規定されていること

が認められることから（調査等規則１６条），本件対象保有個人情

報の取得は，調査等規則に基づく証拠保全措置として行われたもの

とする諮問庁の説明は首肯できる。 

   （ウ）そうすると，特定事案調査委員会Ａが偽りその他不正の手段によ

り本件対象保有個人情報を取得したとは認め難く，法５条の規定に

違反するとする審査請求人の主張に理由があるとは認められない。 

 （２）法９条１項違反の主張について 

   ア 諮問庁は，特定事案調査委員会Ａで利用する目的で取得した本件対

象保有個人情報を特定事案調査委員会Ｂ及び特定事案調査委員会Ｃ

においても利用することについて，理由説明書において，当初の利

用目的と相当の関連性を有すると合理的に認められる範囲における

利用目的の変更（法３条３項）である旨説明する。 

   イ そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，これら各調査

委員会の設置の経緯，調査目的，相互の関係等について改めて確認

させたところ，諮問庁は，以下のとおり説明する。 

   （ア）情報提供者から，「審査請求人が主宰する研究室において，審査

請求人らが役員を兼務する特定会社と雇用関係のない学生との間で

秘密保持契約を結ばせている，また，特定会社の経理処理に用いる

ため，同社の活動とは無関係な領収書（学生のための特定経費で購

入した物品や学生に支給された旅費等の領収書）を学生から収集し

ている」などと通報があったため，まず，これらの事実関係を調査

する目的で特定事案調査委員会Ｂが設置された。 

   （イ）次いで，同一の情報提供者から，「審査請求人の所属する研究室

では，学生に支払った特定経費を学生から集め，研究室の関連費用

に使用するため管理する，いわゆるプール金の取扱いが常態化して

いる」などと通報があったため，これらの事実関係（特定事案Ａ）

を調査する目的で特定事案調査委員会Ａが設置された。 

   （ウ）そして，特定事案調査委員会Ａにおいて本件対象保有個人情報を

取得し，特定事案Ａの調査を行っている過程で，「特定会社が購入

した装置を審査請求人が主宰する研究室に納品させる，大学の装置

を企業に貸し出し，その使用料を特定会社に振り込ませる，特定会

社が企業の装置費用を立て替え，その代わりとして企業から物品を

大学に納品させる」などの疑義が判明し，審査請求人の行為が学内

規則等に抵触するかどうか事実確認をするとともに特定会社に「東

工大発ベンチャー」の称号を保持させることの妥当性について調査

する目的で，特定事案調査委員会Ｃを設置した。 
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   （エ）特定事案調査委員会Ａの委員は６名，特定事案調査委員会Ｂの委

員は５名，特定事案調査委員会Ｃの委員は６名であり，各調査委員

会の委員のうち調査活動の中心となる学内選出の２名は同一人であ

る。 

   （オ）以上のとおり，特定事案調査委員会Ａ及び特定事案調査委員会Ｂ

は，同一の情報提供者からの通報に基づき設置されたものであり，

特定事案調査委員会Ｃは，特定事案Ａの調査の過程で設置されたも

のであって，いずれも研究室が関わった疑いのある不正事案を調査

する目的で設置されたものであり，調査を担当する委員も共通して

いることからすると，各調査委員会の調査には相当の関連性がある。

したがって，特定事案調査委員会Ａで利用する目的で取得した本件

対象保有個人情報を特定事案調査委員会Ｂ及び特定事案調査委員会

Ｃで利用することは，当初の利用目的と相当の関連性を有すると合

理的と認められる範囲内であって，法３条３項に基づき利用目的を

変更したので，法９条１項に違反しないと考える。 

   ウ 上記イの諮問庁の説明は是認できるものであり，そうすると，本件

対象保有個人情報を特定事案調査委員会Ｂ及び特定事案調査委員会

Ｃで利用することは，法３条３項により変更された利用目的の範囲

内と認められるから，これが法９条１項の規定に違反するとする審

査請求人の主張に理由があるとは認められない。 

 （３）以上のとおり，本件対象保有個人情報が法５条の規定に違反して取得

されたものとは認められず，また，法９条１項の規定に違反して利用さ

れているとも認められないので，本件利用停止請求について法３８条に

規定する「利用停止請求に理由があると認めるとき」に該当するとは認

められない。 

 ４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ５ 本件利用不停止決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象保有個人情報の利用停止請求につき，利用不

停止とした決定については，法３８条の「利用停止請求に理由があると認

めるとき」に該当するとは認められないので，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 

 


